
第20期
定時株主総会招集ご通知

（証券コード　3902）
2023年３月10日

■開催日時
2023年３月28日（火曜日）午前10時
（受付開始は午前９時30分を予定しております。）

■場所
東京都千代田区神田美土代町７番地
住友不動産神田ビル
ベルサール神田 ２階ホール

■決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役６名選任の件

議決権行使について
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主様
の健康状態に関わらず株主総会会場へのご来場を極
力お控えいただき、事前にインターネット又は書面
による議決権行使をご推奨申しあげます。

　

＜目次＞
第20期定時株主総会招集ご通知 … 1
（提供書面）
事業報告……………………………… 8
連結計算書類………………………… 33
計算書類……………………………… 37
監査報告……………………………… 41
（株主総会参考書類）
第１号議案 剰余金処分の件………　 49
第２号議案 取締役６名選任の件…　 50

新型コロナウイルス感染拡大防止に関す
るお知らせ
　当日ご来場される株主様は、マスク着用などの感
染予防にご配慮のほどお願い申しあげます。
　会場の座席は間隔を空けた配置とすることから、
満席の際にはご入場をお控えいただく場合がござい
ますのでご了承ください。
　また、ご入場にあたりましては検温等を行い、体
調のすぐれないご様子の株主様はご入場をご遠慮い
ただく場合がございますことをご了承ください。
　なお、株主総会会場にご来場されない株主様も株
主総会の様子をご覧いただけるよう、インターネッ
トによるライブ配信を実施いたします。詳細は別紙
の「第20期定時株主総会ライブ配信のご案内」を
ご確認ください。
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メ デ ィ カ ル ・ デ ー タ ・ ビ ジ ョ ン 株 式 会 社

代表取締役社長 岩 崎 　 博 之

第20期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第20期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあ
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「2023年３月28日
第20期定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセ
スのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

●当社ウェブサイト：https://www.mdv.co.jp/ir/stock/meeting.html

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも
掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスのう
え、銘柄名（メディカル・データ・ビジョン）又は当社証券コード（3902）を入力・検索し、
「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげ
ます。

●東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、新型コロナウイルスの感染予防及び拡大防止のため、株主様の安全を第一に考え、本
株主総会につきましては、株主総会当日のご来場をお控えいただき、事前にインターネット又は
書面（郵送）により、議決権を行使していただくことをご推奨申しあげます。
　事前の議決権行使につきましては、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を
ご行使くださいますようお願い申しあげます。
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【インターネット等による議決権行使の場合】
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスのうえ、画面
の案内に従って、2023年３月27日（月曜日）午後６時までに、議案に対する賛否をご入力く
ださい。なお、インターネット等による議決権行使に際しましては、７頁の「インターネット
等による議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

【書面による議決権行使の場合】
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2023年３月27日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。
　なお、議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があっ
たものとしてお取り扱いいたします。

【ライブ配信について】
　株主総会会場にご来場されない株主様も株主総会の様子をご覧いただけるよう、当日はイン
ターネットによるライブ配信を行います。詳細は別紙の「第20期定時株主総会ライブ配信のご
案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
　万一、何らかの事情により配信を行わない場合は、下記の当社ウェブサイトにてお知らせい
たします。　＜当社ウェブサイト　https://www.mdv.co.jp/ir/stock/meeting.html＞

敬　具
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１．日 時 2023年３月28日（火曜日）午前10時（受付開始　午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区神田美土代町７番地

住友不動産神田ビル　ベルサール神田 ２階ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第20期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）
　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監

査結果報告の件
２．第20期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役６名選任の件

記

以　上

●株主総会当日にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了承の
程、お願い申しあげます。

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

●書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第17条の規定に基づ
き、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査
役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

　・連結計算書類の連結注記表
　・計算書類の個別注記表
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに

おいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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第20期定時株主総会の運営についてのご案内

＜株主様へのお願い＞
●新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点及び株主様の感染リスクを避けるため、本株主総会

につきましては、株主様の健康状態に関わらず、株主総会当日のご来場をお控えいただき、事
前にインターネット又は書面により、議決権を行使していただくことをご推奨申しあげます。

●事前の議決権行使につきましては、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、６頁の
「議決権行使についてのご案内」に従い、2023年３月27日（月曜日）午後６時までに議決権
をご行使くださいますようお願い申しあげます。

●株主総会会場にご来場されない株主様も株主総会の様子をご覧いただけるよう、当日はイン
ターネットによるライブ配信を行います。詳細は別紙の「第20期定時株主総会ライブ配信の
ご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

＜ご来場される株主様へのお願い＞
●受付前において、検温等を行う場合があります。株主様の安全を第一に考え、体調不良と見受

けられる方には運営スタッフがお声掛けのうえ、ご入場をお控えいただく場合がございますの
で、あらかじめご了承ください。また、開会後に体調がすぐれないように見受けられる方につ
きましても、運営スタッフがお声掛けする場合やご退出をお願いする場合もございますので、
あらかじめご了承ください。

●感染拡大防止のため、株主総会にご出席の皆様には、マスク着用と消毒液での手指消毒をお願
いする場合がございます。

●会場の座席は、従来よりも間隔を空けた配置としておりますため、満席の際にはご入場をお控
えいただく場合がございますことをご了承ください。

＜当社の対応＞
●株主総会に出席する取締役、監査役及び運営スタッフは、マスクを着用して対応させていただ

く場合がございますので、あらかじめご了承ください。
●株主総会の運営について重要な変更が生じた場合の通知及び株主総会会場における対応の詳細

は、当社ウェブサイト（アドレス　https://www.mdv.co.jp/ir/stock/meeting.html）に掲
載させていただきます。
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【次回以降の株主総会資料の書面による受領をご希望の株主様へ】
　2022年９月１日に電子提供制度が施行されたことを受けて、今回の株主総会は、電子提
供措置を実施しております。また当社では、次回以降の株主総会より、株主総会資料は当社
ウェブサイト等に掲載し、株主の皆様のお手元には簡易な招集通知（ウェブサイトに掲載し
たこと及びウェブサイトのアドレスを記載したお知らせ等）のみをお届けする予定です。
　次回以降の株主総会について、株主総会資料を書面で受領されたい株主様は、「書面交付
請求」のお手続きをお取りいただくことができます。「電子提供制度」についての概要及び
「書面交付請求」のお手続きにつきましては、口座を開設している証券会社にお問い合わせ
いただくか、当社株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社の電子提供制度に関する
ウェブサイトをご参照ください。
（アドレス　https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/kaisyahou）
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年３月28日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2023年３月27日（月曜日）
午後６時到着分まで

2023年３月27日（月曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。
インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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（自 2022年 1 月 1 日
至 2022年12月31日）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度における当社グループの主たる事業領域である医療関連業界におきまして
は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による環境の変化が日常に変わりつつあり、こ
れらを契機とした柔軟な医療提供体制、データ利活用、予防医療の重要性などが当たり前のこ
ととなってまいりました。また、都道府県による医療機能の分化・連携や病院と診療所の機能
分化・連携、医療・介護分野におけるデータ利活用やオンライン化、PHRの拡充、多職種連携
による生活習慣病などの予防・重症化予防を推進する動きが続いております。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大による影響については、依然として予
断を許さない状況にありますが、当連結会計年度における当社グループの業績に重大な影響は
観測されておりません。
　このような事業環境のもと、データネットワークサービスにおいては、主として株式会社
Doctorbookの医療動画配信サービスの売上拡大、及び株式会社システム ビィー・アルファ
の健診システムなどソフトウエア販売の売上拡大により、売上高は2,100,886千円（前期は
2,061,638千円）となりました。
　データ利活用サービスにおいては、主として製薬会社向けに当社が保有する大規模診療デー
タベースを活用した調査・分析サービス、及びWEB分析ツール「MDV analyzer」の売上拡
大により、売上高は4,003,712千円（前期は3,610,662千円）となりました。また、大規模
診療データベースは、2022年12月末現在で、実患者数が4,232万人（前年同月末比383万人
増）となりました。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は6,104,599千円（前期は5,672,300千円）とな
り、売上総利益は5,030,034千円（前期は4,643,759千円の利益）となりました。
　販売費及び一般管理費については、主に人件費や支払報酬の増加に伴い、3,271,981千円
（前期は3,049,540千円）となりました。その結果、営業利益は1,758,053千円（前期は
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1,594,218千円の利益）となりました。
　営業外収益として主に還付消費税等、営業外費用として主に自己株式の取得に伴う支払手数
料を計上したことにより、経常利益は1,750,949千円（前期は1,592,990千円の利益）とな
りました。
　また、特別損失として株式会社AIR BIOSに係るのれん等の帳簿価額全額を減損損失として
計上したことにより、税金等調整前当期純利益は1,426,583千円（前期は1,591,896千円の
利益）となりました。
　法人税、住民税及び事業税を375,021千円計上し、法人税等調整額を194,495千円計上し
た結果、親会社株主に帰属する当期純利益は870,509千円（前期は1,087,267千円の利益）
となりました。
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区 分

第 19 期
（2021年12月期）
（前連結会計年度）

第 20 期
（2022年12月期）
（当連結会計年度）

金 額
（ 千 円 ）

構 成 比
（ ％ ）

金 額
（ 千 円 ）

構 成 比
（ ％ ）

デ ー タ ネ ッ ト ワ ー ク
サ ー ビ ス 2,061,638 36.3 2,100,886 34.4
デ ー タ 利 活 用
サ ー ビ ス 3,610,662 63.7 4,003,712 65.6

合 計 5,672,300 100.0 6,104,599 100.0

サービス別売上高

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第20期の期首
から適用しており、第20期に係るサービス別売上高については、当該会計基準等を適用した後の
数値となっております。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は52,914千円であります。
　その主なものは、社内用のシステム関連投資40,703千円、事業用のハードウエア関連投資
12,211千円によるものです。

③　資金調達の状況
　該当する重要な該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当社は、2022年11月14日開催の取締役会において、当社を存続会社として、当社の完全

子会社であるMDVトライアル株式会社を吸収合併することを決議し、2023年１月１日付で
吸収合併いたしました。
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⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2022年２月18日に株式会社AIR BIOSの株式の50%を取得し、連結子会社化いた
しました。

区 分 第 17 期
(2019年12月期)

第 18 期
(2020年12月期)

第 19 期
(2021年12月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(2022年12月期)

売 上 高(千円) 4,026,576 4,579,731 5,672,300 6,104,599

経 常 利 益(千円) 804,606 1,148,103 1,592,990 1,750,949
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(千円) 554,315 700,220 1,087,267 870,509

１株当たり当期純利益 (円) 13.85 17.72 27.74 22.77

総 資 産(千円) 4,948,542 5,321,778 5,534,706 4,897,377

純 資 産(千円) 4,023,960 4,136,828 4,205,858 3,606,287

１株当たり純資産額 (円) 99.68 104.00 106.69 92.04

区 分 第 17 期
(2019年12月期)

第 18 期
(2020年12月期)

第 19 期
(2021年12月期)

第 20 期
(当事業年度)

(2022年12月期)
売 上 高(千円) 3,792,548 4,047,447 4,695,667 5,093,863
経 常 利 益(千円) 857,458 1,114,316 1,521,898 1,730,025
当 期 純 利 益(千円) 599,330 667,100 1,048,747 831,832
１株当たり当期純利益 (円) 14.97 16.89 26.76 21.76
総 資 産(千円) 4,982,490 5,177,257 5,342,668 4,579,990
純 資 産(千円) 4,169,266 4,246,722 4,264,461 3,509,603
１株当たり純資産額 (円) 104.16 107.71 109.46 91.88

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

②　当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第20期の期首から適用して
　　　 おり、第20期に係る財産及び損益については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

C A D A 株 式 会 社 20,000千円 100％ 医療費決済サービス

株 式 会 社 D o c t o r b o o k 239,046千円 74％ 医療分野に特化した会員型医療
動画配信サービス

M D V ト ラ イ ア ル 株 式 会 社 23,842千円 100％ 治験施設支援サービス

メ デ ィ カ ル ド メ イ ン 株 式 会 社 10,000千円 100％ 医療系システムの開発・販売

株式会社システム ビィー・アルファ 35,000千円 100％ 健診システムなどソフトウエア
の開発・販売

株 式 会 社 A I R  B I O S 20,000千円 50% 新規治療、医療サービスの開発

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　子会社の状況

（注）2023年１月１日付で当社を存続会社、MDVトライアル株式会社を消滅会社とする吸収合併を
しております。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループは創業以来、蓄積された医療・健康情報を有効利用し、今以上の医療の質の向
上、ひいては生活者メリットの創出を目指し事業に取り組んでおります。
　医療データ利活用のパイオニアである当社グループは、現段階において既に、『信頼関係の上
に構築された日本全国の病院との顧客基盤』に支えられた、『日本最大級である4,200万人超の
診療データベース』を保有し、またそのデータを利用した『医療ビッグデータ構築・利活用のた
めのノウハウ』を保有しております。
　また2022年度において、株式会社ディー・エヌ・エーとのアライアンスを締結し、保険者デ
ータベースの強化を実施したことにより、保険者データも約1,800万人となり、こちらも日本最
大級のデータベースとなりました。
　当社グループのさらなる成長のため、医療・健康情報の利活用拡大やB2Cビジネスの拡大を目
指すため、以下に記載した取り組みを当面の課題と考えております。

①　大規模診療データベース「さくらDB」の拡充及びリアルタイム性の向上
　当社グループは、日本最大級である4,200万人超の診療データベースを保有しておりますが、
今後、新規ビジネスを飛躍的に拡大していくためには、大規模診療データベース「さくらDB」
を拡充し、リアルタイム性を向上させることが必要であると考えております。今後も引き続き、
『「カルテコ」を中心としたPHR関連サービスの開発・展開』、『医療・健康分野における新サ
ービスの開発・展開』を積極的に進めていくことにより、さらなるリアルタイム診療データベー
スの規模拡大を進めてまいります。併せて、医療機関だけでなく様々な機関と連携することで情
報ソースを多様化し、大規模診療データベース「さくらDB」の拡充を図ってまいります。

②　医療・健康データの一元化
　さらなる医療・健康情報の利活用のためには、医療・健康に関わる様々なデータを、患者を中
心として一元化することが必要であると考えております。そのために、急性期病院を中心とした
診療データはもちろんのこと、診療所（クリニック）の診療データ、健康診断データ、院外薬局
データ、介護データなど、画像や日々のバイタルデータも含めたこれら各種データを連携し、蓄
積してまいります。同時に、膨大な医療ビッグデータを、高いセキュリティ環境の下、統合的に
保管・運用できるデータベース運用環境の整備を進めてまいります。
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③　新規事業の推進
　事業成長を継続・加速化していく上では、当社グループの強みを最大限活用した新規事業の積
極的な推進が必須であると考えております。『データベースの拡充にあわせたデータ利活用サー
ビス』、『B2Cサービス』、『海外事業』等の成長ポテンシャルが高いと考えられるビジネス領
域において、新規事業を積極的に推進してまいります。

④　M&A及びアライアンスの積極的推進と最新情報処理技術の活用
　先に記載した、①大規模診療データベース「さくらDB」の拡充及びリアルタイム性の向上、
②医療・健康データの一元化、③新規事業の推進をドラスティックに進めていくためには、各種
アライアンスによりそのスピードを上げていく必要があると考えており、M&A及びアライアン
ス戦略の立案・実行を積極的に推進し、最新情報処理技術の活用も進めてまいります。

⑤　優秀な人材の確保と育成
　当社グループは、今後、事業成長を継続・加速していく上で、優秀な人材の確保及び育成は、
最重要課題の一つであると認識しております。今後も、ジェンダーや国籍などに左右されない人
的リソースを活用し、新卒・中途採用といった採用ルートを問わず、当社の使命に共感した人材
の確保と同時に、常に洗練された教育体制やマニュアルを駆使し、医療に関する深い知識とITに
関する高いスキルを持ち合わせた人材の育成に取り組んでまいります。

⑥　社会における一員としての責任と持続的な成長へのコミット
　当社グループは創業以来、蓄積された医療・健康情報を有効利用し、今以上の医療の質の向
上、ひいては生活者メリットの創出を目指し事業に取り組んでおります。当社の事業目的は社会
性があるものと認識しておりますが、地球環境の保全や持続的な成長の視点は、今後の企業活動
における欠かせない要素であり、社会における一員としての責任とその遂行を会社としてコミッ
トするだけでなく、当社グループのメンバーにもこの考えを周知すべく、活動をしてまいりま
す。
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⑸　主要な事業内容（2022年12月31日現在）
①　医療情報統合システムの開発、製作、販売、保守業務
②　各種医療データの分析、調査、コンサルティング業務
③　医療機関向け経営コンサルティング業務
④　各種医療データの運用及び提供サービス業務
⑤　ポータルサイトの企画、設計、開発、運営
⑥　医療費決済サービス業務
⑦　医療分野に特化した会員型医療動画配信サービス
⑧　治験施設支援機関業務
⑨　健診システムなどソフトウエアの開発・販売
⑩　新規治療、医療サービスの開発

本 社 東京都千代田区神田美土代町７番地

九 州 支 店 福岡県福岡市博多区博多駅前一丁目３番３号

C A D A 株 式 会 社 本 社 東京都千代田区内神田一丁目14番10号

株 式 会 社 D o c t o r b o o k 本 社 東京都千代田区内神田一丁目14番10号

M D V ト ラ イ ア ル 株 式 会 社 本 社 東京都千代田区内神田一丁目13番1号

メ デ ィ カ ル ド メ イ ン 株 式 会 社 本 社 東京都千代田区内神田一丁目13番1号

株式会社システム ビィー・アルファ 本 社 福岡県福岡市中央区薬院三丁目16番26号

株 式 会 社 A I R  B I O S 本 社 東京都品川区東五反田二丁目３番３号

⑹　主要な営業所（2022年12月31日現在）
①　当社の主要な営業所

②　子会社の主要な営業所
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使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
257名 12名増 40.3歳 6.4年

使 用 人 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
179名 11名増 41.4歳 6.7年

⑺　使用人の状況（2022年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であります。また、臨時従業員は従業員数の100分の10未満であるため、記載
を省略しております。

２．当社グループは医療データネットワーク事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はし
ておりません。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であります。また、臨時従業員は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省
略しております。

⑻　主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）
該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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⑴　発行可能株式総数 119,673,600株
⑵　発行済株式の総数 40,027,526株
⑶　株主数 19,217名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

S B I ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 9,408,814株 24.63％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 4,914,300 12.86

株 式 会 社 メ デ ィ パ ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 3,212,600 8.41
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 1,997,900 5.23

鈴 木 隆 啓 1,280,000 3.35
ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ
ＭＥＬＬＯＮ ＳＡ／ＮＶ １０（常任代理人 
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ）

900,000 2.35

岩 崎 博 之 800,600 2.09

シ ミ ッ ク ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 610,000 1.59

棚 岡 滋 540,800 1.41

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 480,000 1.25

２．株式の状況（2022年12月31日現在）

⑷　大株主

（注）１．持株比率は自己株式（1,830,678株）を控除して計算しております。
　　　２．持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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３．新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 岩 崎 　 博 之
株式会社Doctorbook取締役
株式会社システム ビィー・アルファ取締役
株式会社AIR BIOS取締役

専 務 取 締 役 浅 見 　 修 二 ユーザサポート本部長

取 締 役 柳 澤 　 卓 二 株式会社AIR BIOS代表取締役

取 締 役 中 村 　 正 樹

営業本部長
MDVトライアル株式会社取締役
メディカルドメイン株式会社代表取締役社
長
株式会社システム ビィー・アルファ取締役

取 締 役 香 月 　 壯 一 株式会社ココルポート社外取締役

取 締 役 中 村 　 隆 夫
和田倉門法律事務所パートナー弁護士
バリューコマース株式会社社外取締役（監
査等委員）
株式会社松屋社外取締役（監査等委員）

常 勤 監 査 役 髙 木 　 政 秋 jinjer株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 五 十 嵐 　 敦

監 査 役 松 本 　 保 範 松本保範公認会計士事務所公認会計士
明星監査法人代表社員

監 査 役 中 川 　 　 治

東光監査法人代表社員
税理士法人NY Accounting Partners統括
代表社員
ほけんの窓口グループ株式会社社外監査役
プレス工業株式会社社外取締役（監査等委
員）
株式会社アクセスグループ・ホールディン
グス社外監査役

監 査 役 濱 田 　 清 仁
よつば総合会計事務所パートナー
株式会社キトー社外監査役
ナイス株式会社社外取締役

４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（2022年12月31日現在）
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（注）１. 取締役香月壯一氏及び取締役中村隆夫氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役髙木政秋氏、常勤監査役五十嵐敦氏、監査役松本保範氏及び監査役濱田清仁氏は、社外監

査役であります。
３. 常勤監査役髙木政秋氏、監査役松本保範氏、監査役中川治氏及び監査役濱田清仁氏は、公認会計士と

して財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４. 当社は、取締役香月壯一氏、取締役中村隆夫氏、常勤監査役髙木政秋氏、常勤監査役五十嵐敦氏、監

査役松本保範氏及び監査役濱田清仁氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に独立役員届出書を提出しております。

５. 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び
監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定め
ており、香月壯一氏、中村隆夫氏、髙木政秋氏、五十嵐敦氏、松本保範氏、中川治氏及び濱田清仁氏
との間で当該契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額としております。

６. 当事業年度中の担当及び重要な兼職の異動
(1) 代表取締役社長岩崎博之氏は、2022年２月18日付で株式会社AIR BIOS取締役に就任いたしま

した。
(2) 取締役柳澤卓二氏は、2022年２月18日付で株式会社AIR BIOS代表取締役に就任いたしまし

た。また、2022年３月16日付でMDVトライアル株式会社取締役を任期満了により退任、2022
年３月17日付でCADA株式会社取締役及びMDVニューコネクト株式会社取締役を辞任により退
任、2022年３月22日付で株式会社Doctorbook取締役を任期満了により退任いたしました。

(3) 取締役中村正樹氏は、2022年７月21日付で株式会社システム ビィー・アルファ取締役に就任
いたしました。

(4) 取締役香月壯一氏は、2022年７月29日付でANYCOLOR株式会社社外取締役を任期満了により
退任いたしました。

(5) 取締役中村隆夫氏は、2022年３月24日付で株式会社カヤック社外取締役（監査等委員）を任期
満了により退任し、2022年５月26日付で株式会社松屋社外取締役（監査等委員）に就任いたし
ました。
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⑵　取締役及び監査役の報酬等
①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　当社は、2021年２月８日の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決
定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しましては、あらかじめ決議する内容に
ついて、指名・報酬・評価委員会が審議を行った上で、助言及び提言を行っております。
　当社の取締役の報酬は、固定報酬、業績連動報酬、株式報酬（譲渡制限付株式報酬）で構成
されております。
　取締役の固定報酬及び業績連動報酬の合計の報酬限度額は、2004年２月25日開催の臨時株
主総会において、年額２億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）
と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は３名（うち、社外取締役は１
名。）です。
　取締役（社外取締役を除く。）の譲渡制限付株式報酬の報酬限度額は、2018年３月27日開
催の第15期定時株主総会において、年額１億円以内と決議しております。当該株主総会終結
時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は６名です。
　取締役の報酬（固定報酬、業績連動報酬、株式報酬）の額は、全て、指名・報酬・評価委員
会の審議、助言及び提言を踏まえ、取締役会で決定しております。
　各取締役への配分は、取締役会決議に基づき、代表取締役社長岩崎博之に委任しておりま
す。委任した理由は、代表取締役社長は当社業務全体を総括し、各個人ごとの業務内容にも精
通しており、最も適任であると考えられるためです。代表取締役社長は、指名・報酬・評価委
員会の審議、助言及び提言を踏まえ、各取締役への支給額を決定しております。
　監査役の報酬限度額は、2004年２月25日開催の臨時株主総会において、年額８千万円以内
と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。監査役の報酬は、固
定報酬のみとし、その額は、監査役会における監査役の協議により決定しております。
　なお、当社の「取締役報酬の基本方針」、「取締役報酬制度概要」及び「指名・報酬・評価
委員会の状況」は、以下のとおりであります。
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a.取締役報酬の基本方針
１．企業理念を実現するための報酬とする。
２．業績及び中長期的な企業価値向上を目的とした報酬とする。
３．従業員及び株主と価値を共有する報酬とする。
４．各役員の役割及び職責に相応しい水準とする。
５．指名・報酬・評価委員会の審議を経ることで、客観性、透明性を確保する。

b.取締役報酬制度概要
＜報酬構成＞

・取締役の報酬は、固定報酬、業績連動報酬、株式報酬（譲渡制限付株式報酬）で構成す
る。

・社外取締役の報酬は、固定報酬のみで構成する。
＜固定報酬＞

・報酬限度額は、年額２億円以内とする。
・事業年度毎の事業計画に基づき、取締役、従業員、株主に対する還元のバランスを考慮

し、報酬総額を決定する。
・外部専門機関の調査に基づく他社水準を考慮し役割に応じて決定する。
・業績貢献度及び目標達成状況を考慮し、各取締役への配分を決定する。

＜業績連動報酬＞
・報酬限度額は、年額２億円から固定報酬の総額を控除した額以内とする。
・支給対象は、社外取締役を除く取締役とする。
・事業年度毎の業績向上に対する意識を高めるため、業績指標（KPI）を設定し、その達成

度合いに応じて報酬総額を決定し、毎年一定の時期に賞与として支給する。
・業績指標（KPI）及び報酬総額の算出方法は、事業年度毎に設定し、適宜、環境の変化等

に応じて、指名・報酬・評価委員会の答申を踏まえた見直しを行う。
・2022年12月期 業績指標（KPI）及び報酬総額の算出方法：2022年12月期連結経常利益

が20億円を超過した場合、その超過額の15％相当を報酬総額とする。
・業績貢献度及び目標達成状況を考慮し、各取締役への配分を決定する。
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＜株式報酬（譲渡制限付株式報酬）＞
・各取締役に対し、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも

に、株主の皆様との一層の価値共有を進めるための株式保有促進を目的とする。
・報酬限度額は、年額１億円以内とする。
・支給対象は、社外取締役を除く取締役とする。
・中長期的な業績向上に対する意識を高めるため、中期事業計画に基づき報酬総額を決定

し、譲渡制限付株式報酬として支給する。
・業績貢献度及び目標達成状況を考慮し、各取締役への配分を決定する。

＜報酬ガバナンス＞
・全ての取締役報酬は、指名・報酬・評価委員会の審議、助言及び提言を踏まえ決定する。

c.指名・報酬・評価委員会の状況
　当社の指名・報酬・評価委員会は、独立社外取締役を中心に３名以上で構成し、委員長は独
立社外取締役より選任することとしております。取締役の指名、評価、報酬等に関して審議を
行った上で、代表取締役社長に助言及び提言を行っております。
　当事業年度において、社外取締役２名（うち独立役員２名、委員長は独立役員）を委員とし
て５回開催されております。

②　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等が決定方針に沿うものであると判断した理由
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬額について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬・評価委員会
からの助言及び提言が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると
判断しております。
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区 分 報 酬 等 の 総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

対 象 と な る
役 員 の 員 数

基 本 報 酬 業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
(うち社外取締役)

138,960千円
(8,310)

138,960千円
(8,310)

－千円
(－)

－千円
(－)

６名
(２)

監 査 役
(うち社外監査役)

26,235
(22,140)

26,235
(22,140)

－
(－)

－
(－)

５
(４)

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

165,195
(30,450)

165,195
(30,450)

－
(－)

－
(－)

11
(６)

③　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）当事業年度の業績連動報酬にかかる業績指標及び報酬総額の算出方法は、2022年12月期連結経常利益
　　　が20億円を超過した場合、その超過額の15％相当としております。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 香 月 　 壯 一

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席いたしました。
出席した取締役会において、長年にわたるサービス業界での企業経営を通
じて培った高い見識と豊富な経験に基づき、適宜発言を行っております。
また、指名・報酬・評価委員会の委員長として、当事業年度に開催された
委員会５回のうち５回に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者
の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果たしております。

取 締 役 中 村 　 隆 夫

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回に出席いたしました。
出席した取締役会において、代表取締役としての企業経営を通じて培った
豊富な経験と弁護士としての高い見識に基づき、適宜発言を行っておりま
す。また、指名・報酬・評価委員会の委員として、当事業年度に開催され
た委員会５回のうち４回に出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果たしております。

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役の香月壯一氏は、株式会社ココルポート社外取締役であります。当社と兼職先と
の間に特別な関係はありません。

・社外取締役の中村隆夫氏は、和田倉門法律事務所パートナー弁護士、バリューコマース株式
会社社外取締役（監査等委員）及び株式会社松屋社外取締役（監査等委員）であります。当
社と各兼職先との間に特別な関係はありません。

・常勤監査役（社外監査役）の髙木政秋氏は、jinjer株式会社社外監査役であります。当社と
兼職先との間に特別な関係はありません。

・社外監査役の松本保範氏は、松本保範公認会計士事務所公認会計士及び明星監査法人代表社
員であります。当社と各兼職先との間に特別な関係はありません。

・社外監査役の濱田清仁氏はよつば総合会計事務所パートナー、株式会社キトー社外監査役及
びナイス株式会社社外取締役であります。当社と各兼職先との間に特別な関係はありませ
ん。

②　当事業年度における主な活動状況
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

常勤監査役 髙 木 　 政 秋

2022年３月29日に常勤監査役に就任して以降開催された取締役会12回
のうち12回、監査役会10回のうち10回に出席いたしました。出席した取
締役会及び監査役会において、公認会計士としての豊富な経験と人材サー
ビス会社での常勤監査役としての実績と見識に基づき、適宜発言を行って
おります。また、適宜代表取締役との意見交換を実施しております。

常勤監査役 五 十 嵐 　 敦

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、ソ
フト開発エンジニアとしての豊富な経験のほか、開発情報管理、内部監査
及びソフトウエア開発会社での常勤監査役等における実績と見識に基づ
き、適宜発言を行っております。また、適宜代表取締役との意見交換を実
施しております。

監 査 役 松 本 　 保 範
当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、長
年にわたる公認会計士としての豊富な経験と、財務・会計及び会社の監査
業務に関する高度な知見に基づき、適宜発言を行っております。

監 査 役 濱 田 　 清 仁
当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、主
に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から適宜発言を行
っております。

（注）上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款に基づき、取締役会決議があったものとみな
す書面決議が１回ありました。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び子会社の取締役及び監査役（当事業年度中に在任してい
た者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社
が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,750千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 57,250千円

５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

⑵　会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬の算定根拠及び決定のプ
ロセス等の客観性・合理性について必要な検証を行いました。さらに過去の報酬実績等と比較し、会計
監査人の報酬等の額について妥当と認め、同意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合
は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案
を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と
解任理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
　当社は、業務の適正を確保するための体制の整備について、「内部統制システムに関する基本方
針」を取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。

１．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴　当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という）の取締役及び使用人は、法令及び定
款、当社グループが定める「経営理念」「企業倫理」を遵守し、高い倫理観をもって行動す
る。
⑵　内部通報制度の利用を促進し、当社グループにおける定款及び社内規程違反、法令違反、
会社の行動違反又はそのおそれのある事実の早期発見に努める。通報者が通報等をしたこと
を理由として、通報者に対して解雇、その他いかなる不利益な取扱いも行わない。
⑶　内部監査部署は、「内部監査規程」に基づき、業務運営及び財産管理の実態を調査し、当
社グループの取締役及び使用人の職務の執行が、法令、定款及び社内規程等に適合し、か
つ、効率的に行われていることを確認する。
⑷　反社会的勢力の排除については、「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的勢
力に対しては、当社グループを挙げて毅然とした態度で対応し、これと一切の関係を遮断す
る。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
⑴　当社グループの取締役は、その職務の執行にかかる文書その他の情報については、法令の
定めによるほか、社内規程に基づき文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存・管理をする
とともに、監査役等の閲覧要請に備える。
⑵　情報セキュリティ管理についての規程を策定し、適切な情報セキュリティレベルを確立・
維持する。
⑶　情報システム管理についての規程を策定し、情報システムを安全に管理・維持する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　リスク管理は、「リスク管理規程」に基づき、当社グループとして一貫した方針の下に、
効果的かつ総合的に実施する。
⑵　経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、
統制委員会にて十分な審議を行い、特に重要なものについては取締役会にて報告する。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　取締役会は、毎月１回の定時取締役会を開催するほか、機動的に意思決定を行うため、必
要に応じて臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を確保する。
⑵　各部門においては、「職務分掌規程」及び「職務権限基準表」等の社内規程に基づき、権
限の委譲を行い、責任の明確化を図ることで、迅速性及び効率性を確保する。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
⑴　当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社内の各組織を含めた指揮命令系統及び権限
並びに報告義務を設定し、当社グループ全体を網羅的・統括的に管理する。
⑵　監査役及び内部監査責任者は、当社グループの取締役及び使用人の職務執行状況の監査、
指導を行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制
　　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協議の上、必要
に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置する。また、当該使用人が、監査役の職務を
補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱されたものとして、取締役の指揮命令は受けな
いものとし、人事考課、異動、懲戒等については、監査役の承認を要する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
⑴　当社グループの取締役及び使用人は、監査役の要請に応じて、当社グループの事業及び内
部統制、業務の執行状況等の報告を行い、内部監査部署は内部監査の結果等を報告する。
⑵　当社グループの取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は当
社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、速やかに監査役に
報告する。
⑶　監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けない
ことを確保する体制とする。

８．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、
当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理する。
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９．その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制
⑴　監査役は、取締役会に出席するほか、当社グループの重要な会議に出席し、意見を述べる
ことができる。
⑵　監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、他の取締役及び内部監査責任者と
も適宜に意見交換を行う。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制
　　当社グループの財務報告の信頼性を確保するため「財務報告の基本方針」を定め、財務報
告にかかる内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、適正に機能することを継続的
に評価し、必要な是正措置を講じることとする。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりです。

１．内部統制システム全般について
　　当社グループの内部統制システム全般を当社のリスク・コンプライアンス担当部門が整備
し、それをもとに内部監査担当部門が運用状況をモニタリングし課題の洗出しと改善を進め
ました。また、内部監査担当部門にて金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の
有効性の評価」も実施しております。

２．リスク管理・コンプライアンス体制について
⑴　リスク管理について
　　リスク・コンプライアンス委員会は、「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリス
クの抽出・評価を行い、経営上のリスクの存在の早期発見及び対応方針の検討につとめまし
た。
⑵　コンプライアンス体制について
　　リスク・コンプライアンス委員会は、当社グループにおけるコンプライアンスの重要性を
役職員に発信し、当社グループのコンプライアンスに関する課題の把握及びその対応策の立
案につとめました。また、当社グループの役職員に対する入社時のコンプライアンス研修に
加え、管理職向けの研修を適宜開催いたしました。
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⑶　統制委員会による報告について
　　統制委員会は、リスク・コンプライアンス委員会及びＪ－ＳＯＸ委員会が、適正に運用さ
れていることを管理監督し、その結果を取締役会へ報告いたしました。

３．反社会的勢力排除について
　　全ての新規取引先との取引開始時に反社会的勢力との取引を排除するための調査を実施
し、契約書等に反社会的勢力排除に関する規定を盛り込む等の運用を継続して行いました。

４．子会社経営管理について
　　当社の経営企画担当部門が毎月開催される子会社の取締役会に全回出席し、子会社取締役
の職務執行の監督を実施いたしました。また管理担当部門は、月次で数値目標の管理を実施
するとともに、毎月開催している取締役会において、事業戦略の進捗及び予算の進捗の把握
につとめました。

５．取締役の職務執行について
　　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、定時取締役会
を月１回開催し、さらに適宜臨時取締役会を開催いたしました。
　　定時取締役会では、月次決算及び業務報告を行い、取締役の職務執行状況の監督を行うと
ともに、重要な業務執行についての意思決定を行いました。

６．監査役について
　　監査役は、監査役会において策定した監査計画に基づいて、当社グループの業務全般につ
いて、常勤監査役を中心として計画的かつ網羅的な監査を実施いたしました。また、取締役
会、その他重要な会議に出席し意見を述べたほか、取締役及び執行役員からの聴取、重要な
決裁書類等の閲覧を通じて監査を行いました。監査役は監査役会及び会計監査人との打合せ
並びに内部監査担当部門との打合せを適宜実施いたしました。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと位置づけております。
　配当につきましては、連結配当性向 20％以上程度を目途に、長期安定的な配当を行っていくこ
とを基本方針としています。
　また、自己株式の取得につきましては、資本効率の向上を通じた株主利益の向上及び機動的な資
本政策の遂行のために、財務状況、株価の動向等を勘案しながら適切に実施してまいります。
　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき６円00銭を予定
しております。この結果、連結配当性向は26.3％となります。
　また、当事業年度において、自己株式763,400株（取得価額総額862百万円）を取得いたしま
した。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
原 材 料
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
工具、器具及び備品
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

3,524,539
2,264,855
967,006
16,658
13,745
265,272
△2,999

1,372,837
137,755
58,028
79,248
479

259,459
2,060

257,205
192

975,622
409,922
324,779
266,163
△25,243　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 1,206,791

買 掛 金 93,155

未 払 法 人 税 等 95,786

契 約 負 債 755,426

賞 与 引 当 金 4,894

そ の 他 257,529

固 定 負 債 84,298

資 産 除 去 債 務 71,554

そ の 他 12,744

負 債 合 計 1,291,090

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 3,535,151

資 本 金 992,661

資 本 剰 余 金 1,838,890

利 益 剰 余 金 3,045,575

自 己 株 式 △2,341,975

その他の包括利益累計額 △19,503

その他有価証券評価差額金 △19,503

非 支 配 株 主 持 分 90,639

純 資 産 合 計 3,606,287

資 産 合 計 4,897,377 負 債 純 資 産 合 計 4,897,377

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）
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（自 2022年 1 月 1 日
至 2022年12月31日）

科 目 金 額
売 上 高 6,104,599
売 上 原 価 1,074,564
売 上 総 利 益 5,030,034
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,271,981
営 業 利 益 1,758,053
営 業 外 収 益

受 取 利 息 157
還 付 消 費 税 等 1,017
補 助 金 収 入 356
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 684
そ の 他 91 2,307

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 9,343
そ の 他 68 9,412

経 常 利 益 1,750,949
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 51,538 51,538
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 175
減 損 損 失 375,728 375,904

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,426,583
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 375,021
法 人 税 等 調 整 額 194,495 569,516
当 期 純 利 益 857,066
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 △13,442
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 870,509

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（自 2022年 1 月 1 日
至 2022年12月31日）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 992,661 1,763,567 2,879,722 △1,479,444 4,156,506
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △486,478 △486,478

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 992,661 1,763,567 2,393,243 △1,479,444 3,670,028

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,178 △218,178

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 870,509 870,509

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 75,322 75,322

自 己 株 式 の 取 得 △862,530 △862,530

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 － 75,322 652,331 △862,530 △134,876

当 期 末 残 高 992,661 1,838,890 3,045,575 △2,341,975 3,535,151

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

非 支 配
株 主
持 分

純 資 産
合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 － － 49,351 4,205,858
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △486,478

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 － － 49,351 3,719,380

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △218,178

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 870,509

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 75,322

自 己 株 式 の 取 得 △862,530

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 △19,503 △19,503 41,287 21,783

当 期 変 動 額 合 計 △19,503 △19,503 41,287 △113,092

当 期 末 残 高 △19,503 △19,503 90,639 3,606,287
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
契 約 資 産
原 材 料
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
関係会社貸倒引当金　

2,442,563
1,442,296
797,671
16,658
2,887

134,266
48,781

2,137,427
129,903
57,851
72,052

57
57

2,007,466
409,922
890,847
220,000
42,479
291,069
184,663
△21,600
△9,916　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 999,589
買 掛 金 59,883
未 払 金 139,753
未 払 費 用 10,747
未 払 法 人 税 等 82,126
契 約 負 債 683,595
預 り 金 18,923
そ の 他 4,558

固 定 負 債 70,798
資 産 除 去 債 務 70,798

負 債 合 計 1,070,387
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,529,106
資 本 金 992,661
資 本 剰 余 金 1,577,381
資 本 準 備 金 250,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,327,381

利 益 剰 余 金 3,301,038
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,301,038
繰 越 利 益 剰 余 金 3,301,038

自 己 株 式 △2,341,975
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △19,503
　 その他有価証券評価差額金 △19,503
純 資 産 合 計 3,509,603

資 産 合 計 4,579,990 負 債 純 資 産 合 計 4,579,990

貸　借　対　照　表
（2022年12月31日現在）

（単位：千円）
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（自 2022年 1 月 1 日
至 2022年12月31日）

科 目 金 額
売 上 高 5,093,863
売 上 原 価 800,804
売 上 総 利 益 4,293,059
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,555,571
営 業 利 益 1,737,487
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,289
業 務 受 託 料 609
そ の 他 21 1,921

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 9,343
そ の 他 40 9,383

経 常 利 益 1,730,025
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 51,538 51,538
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 175
関 係 会 社 株 式 評 価 損 392,099
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9,916 402,191

税 引 前 当 期 純 利 益 1,379,372
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 351,205
法 人 税 等 調 整 額 196,334 547,540
当 期 純 利 益 831,832

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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（自 2022年 1 月 1 日
至 2022年12月31日）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰　余　金
資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 992,661 250,000 1,327,381 1,577,381 3,173,862 3,173,862 △1,479,444 4,264,461

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △486,478 △486,478 △486,478

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 992,661 250,000 1,327,381 1,577,381 2,687,384 2,687,384 △1,479,444 3,777,983

当 期 変 動 額
剰 余 金 の
配 当 △218,178 △218,178 △218,178

当 期 純 利 益 831,832 831,832 831,832

自 己 株 式 の 取 得 △862,530 △862,530

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額

当 期 変 動 額
合 計 － － － － 613,653 613,653 △862,530 △248,876

当 期 末 残 高 992,661 250,000 1,327,381 1,577,381 3,301,038 3,301,038 △2,341,975 3,529,106

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 　 　 計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計

当 期 首 残 高 － － 4,264,461

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △486,478

会計方針の変更を反映した当期
首 残 高 － － 3,777,983

当 期 変 動 額
剰 余 金 の
配 当 △218,178

当 期 純 利 益 831,832

自 己 株 式 の 取 得 △862,530

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 △19,503 △19,503 △19,503

当 期 変 動 額
合 計 △19,503 △19,503 △ 268,379

当 期 末 残 高 △19,503 △19,503 3,509,603
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独立監査人の監査報告書

メディカル・データ・ビジョン株式会社
取締役会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 基 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 　 裕

2023年２月13日

有限責任監査法人トーマツ
　　東　京　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444 条第4 項の規定に基づき、メディカル・データ・ビジョン株式会社の
2022 年1 月1 日から2022 年12 月31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、メディカル・データ・ビジョン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

メディカル・データ・ビジョン株式会社
取締役会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 基 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹 田 　 裕

2023年２月13日

有限責任監査法人トーマツ
　　 東　京　事　務　所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436 条第2 項第1 号の規定に基づき、メディカル・データ・ビジョン株式
会社の2022 年1 月1 日から2022 年12 月31 日までの第20 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第20期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、執行役員及び内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役、執行役員及び内部監査部門等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

常勤監査役（社外監査役） 髙木　　政秋 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 五十嵐　　敦 ㊞
監査役　　（社外監査役） 松本　　保範 ㊞
監査役 中川　　　治 ㊞
監査役　　（社外監査役） 濱田　　清仁 ㊞

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月13日

メディカル・データ・ビジョン株式会社　　監査役会

　
以　上

－ 48 －



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は事業拡大による企業価値の向上を最重要政策に位置付けるとともに、株主の皆様への利益
還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下の
とおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金６円00銭　　総額は　　　229,181,088円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年３月29日
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候補者
番　号

氏　　名 当社における地位・担当 候補者属性
取締役会への

出席状況

１ いわ
岩

さき
崎

 

　
ひろ
博

ゆき
之 代表取締役社長 再任　

100％
（16回/16回）

２ あさ
浅

み
見

 

　
しゅう
修

じ
二

専務取締役
ユーザサポート本部長

再任　
100％

（16回/16回）

３ やなぎ
柳

さわ
澤

 

　
たく
卓

じ
二

取締役
事業企画本部長

再任　
100％

（16回/16回）

４ なか
中

むら
村

 

　
まさ
正

き
樹

取締役
アライアンス推進室長

再任　
94％

（15回/16回）

５ か
香

つき
月

 

　
そう
壯

いち
一 社外取締役 再任 社外 独立

　
100％

（16回/16回）

６ なか
中

むら
村

 

　
たか
隆

お
夫 社外取締役 再任 社外 独立

　
94％

（15回/16回）

第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選
任をお願いするものであります。
　下記の取締役候補者は、指名・報酬・評価委員会の答申に基づき、取締役会において決定したもの
です。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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所有する当社の株式数

800,600株
在任年数

19年８ヵ月
取締役会出席状況

16回/16回（100％）　

候補者番号

1 い わ

岩
 

 
さ き

崎
 

　
ひ ろ

博
 

 
ゆ き

之 （1960年６月14日生） 再 任
　

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1988年    6 月 株式会社アレック代表取締役
    1994年    6 月 株式会社アイズ常務取締役
    1997年    6 月 株式会社クーコム常務取締役
    2002年    2 月 株式会社日本医療データセンター（現株式会社JMDC）入社
    2003年    8 月 当社設立 代表取締役
    2014年    9 月 当社代表取締役社長（現任）
    2017年    1 月 株式会社Doctorbook取締役（現任）
    2017年    6 月 株式会社コスメックス（旧MDVトライアル株式会社　現メディカル・デ

ータ・ビジョン株式会社）取締役
    2018年    3 月 CADA株式会社取締役
    2020年    2 月 メディカルドメイン株式会社取締役
    2020年    3 月 MDVニューコネクト株式会社取締役
    2020年    10月 株式会社システム ビィー・アルファ取締役（現任）
    2022年    2 月 株式会社AIR BIOS取締役（現任）
    2023年    2 月 株式会社センシング取締役（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社Doctorbook取締役
株式会社システム ビィー・アルファ取締役
株式会社AIR BIOS取締役
株式会社センシング取締役

取締役候補者とした理由
2003年８月に当社を設立して以来、常に先を見据えた経営戦略と強力なリーダーシッ
プにより、医療データ利活用のパイオニアである当社を牽引し、当社を日本最大級であ
る診療データベースを保有する会社に成長させるまでに至りました。当社が目指す「医
療を選択できる社会」の実現に向け、今後も引き続き、岩崎博之氏の経営全般に関する
卓越した見識と豊富な経験を活かし、オープンアライアンスにより事業展開スピードを
上げ、「カルテコ」を中心としたPHR関連サービスの開発・展開を推進することによ
り、当社グループの企業価値を向上させていくために必要不可欠であると判断したこと
から、取締役候補者といたしました。
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所有する当社の株式数

89,312株
在任年数

19年８ヵ月
取締役会出席状況

16回/16回（100％）　

候補者番号

2 あ さ

浅
 

 
み

見
 

　
し ゅ う

修
 

 
じ

二 （1956年９月24日生） 再 任
　

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1979年    4 月 日本NCR株式会社入社
    2000年    10月 トリップワイヤ・ジャパン株式会社

代表取締役社長
    2001年    12月 株式会社LTC代表取締役社長
    2002年    12月 株式会社日本医療データセンター（現株式会社JMDC）入社
    2003年    8 月 当社取締役
    2004年    10月 当社専務取締役
    2015年    4 月 CADA株式会社代表取締役
    2017年    3 月 CADA株式会社取締役
    2018年    3 月 CADA株式会社代表取締役
    2021年    2 月 当社専務取締役ユーザサポート本部長（現任）

取締役候補者とした理由
金融及びシステム会社での代表取締役社長の経験を有し、これらによって培った専門知
識と豊富な経験をもとに、2003年８月に岩崎博之氏とともに当社を設立して以来、当
社事業の拡大を牽引しつつ、2021年からはユーザサポート本部長として、当社ユーザ
のサポート向上に努めてまいりました。今後もその高い見識と豊富な経験を活かし、引
き続き当社グループの持続的な企業価値向上に必要な人材であると判断したことから、
取締役候補者といたしました。
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所有する当社の株式数

82,188株
在任年数

14年９か月
取締役会出席状況

16回/16回（100％）　

候補者番号

3 や な ぎ

柳
 

 
さ わ

澤
 

　
た く

卓
 

 
じ

二 （1972年５月17日生） 再 任
　

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1995年    4 月 東京リコー株式会社（現リコージャパン株式会社）入社
    2002年    10月 エム・ユー・ハンズオンキャピタル株式会社（後に吸収合併され、現三菱

UFJ証券ホールディングス株式会社）入社
    2006年    10月 当社入社
    2008年    7 月 当社取締役
    2014年    2 月 当社取締役管理部門長
    2015年    4 月 CADA株式会社取締役
    2017年    1 月 株式会社Doctorbook取締役
    2017年    4 月 当社取締役
    2019年    2 月 当社取締役グループ管理本部長
    2020年    3 月 MDVトライアル株式会社（現メディカル・データ・ビジョン株式会社）

取締役
    2021年    3 月 MDVニューコネクト株式会社取締役
    2022年    2 月 株式会社AIR BIOS代表取締役（現任）
    2023年    2 月 当社取締役事業企画本部長（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社AIR BIOS代表取締役

取締役候補者とした理由
入社以来、管理部、営業部等を経て、現在は事業企画本部長として、当社が目指す「医
療を選択できる社会」の実現に向け新事業推進に取り組むとともに、当社グループの成
長促進に努めております。これまでの豊富な業務経験及び当社の事業経営・管理業務に
関する高い知見を有していることから、引き続き、当社グループの事業成長の加速化を
目指すにあたり適切な人材と判断し、取締役候補者といたしました。
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所有する当社の株式数

1,312株
在任年数

５年
取締役会出席状況

15回/16回（94％）　

候補者番号

4 な か

中
 

 
む ら

村
 

　
ま さ

正
 

 
き

樹 （1981年５月18日生） 再 任
　

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    2004年    4 月 株式会社ヒューマンテクノシステム入社
    2007年    10月 当社入社
    2014年    2 月 当社EBM事業部門長
    2017年    6 月 株式会社コスメックス（旧MDVトライアル株式会社　現メディカル・デ

ータ・ビジョン株式会社）取締役
    2018年    3 月 同社代表取締役社長
    2018年    3 月 当社取締役
    2020年    2 月 メディカルドメイン株式会社取締役
    2020年    8 月 MDVトライアル株式会社（現メディカル・データ・ビジョン株式会社）

取締役
    2021年    1 月 メディカルドメイン株式会社代表取締役社長（現任）
    2021年    2 月 当社取締役営業本部長
    2022年    7 月 株式会社システム ビィー・アルファ取締役
    2023年    2 月 当社取締役アライアンス推進室長（現任）

［重要な兼職の状況］
メディカルドメイン株式会社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
入社以来、EBM事業に携わり、データ利活用サービスの拡大・推進に貢献し、その
後、MDVトライアル株式会社を経て、当社データを活用した新サービスの拡大を推し
進めてまいりました。現在は、アライアンス推進室長として、今後の当社のアライアン
ス戦略の実現に取り組んでおり、引き続き、当社グループのさらなる事業拡大・発展の
ために適切な人材と判断していることから、取締役候補者といたしました。
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所有する当社の株式数

16,000株
在任年数

７年
取締役会出席状況

16回/16回（100％）　

候補者番号
再 任
社 外
独 立

　
5 か

香
 

 
つ き

月
 

　
そ う

壯
 

 
い ち

一 （1951年５月11日生）

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1976年    4 月 株式会社東急百貨店入社
    1998年    7 月 同社営業政策部長
    2001年    2 月 同社グループ事業統括室長
    2005年    6 月 東急カード株式会社取締役営業開発部長
    2005年    10月 株式会社ぐるなび常務執行役員管理部門長
    2006年    6 月 同社常務取締役管理本部長
    2009年    6 月 同社常務取締役営業本部長
    2011年    6 月 同社取締役専務執行役員管理本部長
    2013年    5 月 同社取締役副社長執行役員
    2014年    1 月 東京急行電鉄株式会社顧問
    2016年    3 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    5 月 株式会社ココルポート社外取締役（現任）
    2021年    7 月 ANYCOLOR株式会社社外取締役

［重要な兼職の状況］
株式会社ココルポート社外取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長年にわたるサービス業界での企業経営を通じて培った高い見識をもとに、実践的・多
角的な視点から、当社グループの経営への助言や業務執行に対する監督を行っていただ
いております。今後も引き続き、当社グループの持続的な企業価値の向上を目指すにあ
たり、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したことから、社外
取締役候補者といたしました。
香月壯一氏が社外取締役に選任された場合には、グループ企業経営の観点から、経営の
方針・経営戦略について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な
企業価値の向上を図るための助言等を行うこと、また、指名・報酬・評価委員として当
社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく
とともに、業務執行の適切な評価と監督及び会社と経営全般の監督を果たしていただく
ことを期待しております。

　

－ 55 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

所有する当社の株式数

－株
在任年数

４年
取締役会出席状況

15回/16回（94％）　

候補者番号
再 任
社 外
独 立

　6 な か

中
 

 
む ら

村
 

　
た か

隆
 

 
お

夫 （1965年８月25日生）

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1989年    4 月 日本銀行入行
    1996年    2 月 株式会社デジタルガレージ取締役
    1997年    5 月 株式会社デジタルガレージ代表取締役副社長
    1999年    6 月 株式会社インフォシーク（後に吸収合併され、現楽天グループ株式会社）

代表取締役社長
    2009年    1 月 鳥飼総合法律事務所入所
    2016年    1 月 和田倉門法律事務所パートナー弁護士（現任）
    2016年    3 月 バリューコマース株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2017年    1 月 アジア・大洋州三井物産株式会社上席法務顧問
    2018年    3 月 株式会社カヤック社外取締役（監査等委員）
    2019年    3 月 当社社外取締役（現任）
    2019年    5 月 株式会社松屋社外監査役
    2022年    5 月 同社社外取締役（監査等委員）（現任）

［重要な兼職の状況］
和田倉門法律事務所パートナー弁護士
バリューコマース株式会社社外取締役（監査等委員）
株式会社松屋社外取締役（監査等委員）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
代表取締役としての企業経営を通じて培った豊富な経験と、弁護士としての高い見識を
もとに、実践的・多角的な視点から、当社グループの経営への助言や業務執行に対する
適切な監督を行っていただいております。今後も引き続き、当社グループの持続的な企
業価値の向上を目指すにあたり、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるもの
と判断したことから、社外取締役候補者といたしました。
中村隆夫氏が社外取締役に選任された場合には、経営の方針・経営戦略について、弁護
士としての高い見識と専門知識に基づき指摘・助言等を行うこと、また、指名・報酬・
評価委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立
場で関与いただくとともに、業務執行の適切な評価と監督及び会社と経営陣・支配株主
等との間の利益相反の監督を果たしていただくことを期待しております。
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 香月壯一氏及び中村隆夫氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、香月壯一氏及び中村隆夫氏の各氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。各氏の再任が承認可決された
場合には、当該契約を継続する予定であります。

４. 当社は、全ての取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を保険会社との間で締結し、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと、又
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填
することとしております。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含められ
ることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

５. 香月壯一氏及び中村隆夫氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、両氏の
再任が承認可決された場合には、当社は両氏を引き続き独立役員とする予定であります。

－ 57 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

氏　　名 企業
経営

法律・リスク・
コンプライアンス

財務・
会計・
税務

営業・
マーケティング

企画・
開発 テクノロジー 業界

知識

システム
セキュリティ・
個人情報保護

岩崎　博之 取締役 〇 〇 〇

浅見　修二 取締役 〇

柳澤　卓二 取締役 〇 〇 〇

中村　正樹 取締役 〇 〇 〇 〇

香月　壯一 社外取締役 〇 〇 〇

中村　隆夫 社外取締役 〇 〇

髙木　政秋 監査役 〇

五十嵐　敦 監査役 〇 〇

松本　保範 監査役 〇

中川　　治 監査役 〇

濱田　清仁 監査役 〇

（ご参考）
　取締役・監査役の専門性及び経験

以　上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区神田美土代町７番地
住友不動産神田ビル　ベルサール神田 ２階ホール
TEL 03-5281-3053

靖国通り

神田
警察
通り

ベルサール神田
（住友不動産神田ビル）

小川町駅 淡路町駅

神田駅

新御茶ノ水駅
（千代田線）

（都営新宿線）

（丸ノ内線）

（銀座線）

北口

A6出口
みずほ
銀行

B6出口

武蔵野銀行

郵便局

ミニストップ

ミニストップ

北日本
銀行

美土代町

淡路町

司町

司町二丁目

神田駅北口

小川町

Ｎ

西口商店街

ＪＲ神田駅

富士そば

４出口

外
堀
通
り

本
郷
通
り

中
央
通
り

　　　交通　都営地下鉄新宿線　小川町駅　Ｂ６出口より　徒歩約２分
　　　　　　東京メトロ千代田線　新御茶ノ水駅　Ｂ６出口より　徒歩約２分
　　　　　　東京メトロ丸ノ内線　淡路町駅　Ａ６出口より　徒歩約３分
　　　　　　ＪＲ線　神田駅　北口より　徒歩約７分


